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海外出張旅費規程

(目　　的)

第　１　条　この規程は、就業規則第〇条に基づき、役員もしくは役員以外の社員が業務上の命令によって海外へ出張する場合の旅費について必要な事項を定める。
２　この規程に定めのない事項については、旅費規程の定めるところによる。

(出張先地域区分)

第　2　条　この規程は、出張先を次のとおり区分し、旅費等の取扱いを定める。

(1) A地域　アメリカ、カナダ、欧州、豪州・中南米
(2) B地域　A地域以外の地域

(旅費の種類)

第　３　条　この規程により支給する旅費は、交通費・滞在費・支度金・業務経費・雑費とする。

(旅費計算上の発着点)

第　４　条　海外出張旅費計算上の発着点は国際線使用で国内を最初に出発または最後に帰着した空港または港とする。

(旅費の仮払い)

第　５　条　旅費は、支度金を除き、仮払い支給する。

(旅費の精算)

第　６　条　旅費の精算は帰着後２週間以内に証票類を添付して精算するものとする。

２　30日以上にわたる出張の場合、海外出張者は毎月末ごとに総務部に旅費精算書を送付しなければならない。

(交通費)
第　７　条　交通費は航空機、船舶、鉄道およびその他の運賃とし、別表第1により支給する。

(滞在費)
第　８　条　滞在費は、出発日から帰着日までの日数につき、1日あたり別表第２により支給するものとし、宿泊費、食費、日当の割合は別表第３のとおりとする。

２　特殊業務のため同一地に滞在する場合の滞在費は、滞在期間に応じ、次の各号により支給する。

(1)　滞在期間30日未満の場合は、滞在費の100%を支給する。

(2)　滞在期間30日以上60日未満の場合は、滞在費の90%を支給する。
(3)　滞在期間60日以上の場合は、滞在費の80%を支給する。

３　航空機または船舶中等で宿泊した場合は、宿泊費は支給しない。食費および日当については別表第３(2)、(3)の50%とする。

４　出張地域の物価騰貴、その他やむを得ない事由により所定の滞在費で支弁不可能な場合の取扱いは、その実情により別途考慮することがある。

(支度金)
第　９　条　支度金は別表第4により支給する。

２　２回目以降の海外出張の支度金は、前回の支度金支給時の出張より帰国後の経過期間に応じ、次の各号により支給する。

(1)　帰国後３年未満の場合は、支給しない。

(2)　帰国後３年以上5年未満の場合は、支度金の40%を支給する。

(3)　帰国後5年以上10年未満の場合は、支度金の70%を支給する。

(4)　帰国後10年以上の場合は、支度金の100%を支給する。

(業務経費)

第　10　条　通信費、通訳の費用その他業務上の経費は実費を支給する。

(随行、視察の旅費)

第　11　条　役員に随行する場合の旅費は、職務上必要と認められるときに限り、役員と同等の交通費ならびに別表第3(1)の宿泊費を支給する。

２　外部機関等で行う海外視察に参加し、出張する場合の旅費は、その外部機関等が定めた参加費用の全額を支給する。ただし、参加費用中にこの規程に定める滞在費の一部または全部が含まれていない場合は、別表第2により不足額を支給する。

(保険加入)

第　12　条　出張中の不測の事故に備え、海外出張者に対し、別表第5の区分により死亡、傷害、治療、疾病、盗難その他の事故につき保険を付保する。この場合の保険契約者および受取人は会社とする。

２　事故発生の場合は、事故の原因、法定災害補償の有無等を勘案して、保険金の一部または全部を本人またはその相続人に支給する。

(付帯費用)

第　13　条　海外出張者の旅券交付手数料、査証手数料、外貨手数料、予防注射料、出入国税および携帯荷物の運賃等出張の付帯費用は全額会社負担とする。

２　パスポートの取得費用は、初めて取得する場合（10年間有効）に限り会社負担とし、２回目以降の更新費用は本人負担とする。

平成○○年○○月○○日制定施行

別表第1　交通費

	交通費

区　分
	航空機
	船舶
	鉄道
	その他

	役　　　　員
	ファースト
クラス
	1等
	グリーン
	実費

	役員以外の者
	エコノミー
クラス
	2等
	2等
	実費


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別表第２　滞在費（ドル）

	滞在費

区　分
　　　A地域
　　B地域

	　　　　　　　　　　　　
社　　長
　 　140　　　　　130

	常務以上　　　　　 115
　　　　105

	取 締 役　
　  105
　　　　  95

	部　　長
　　 95
　　　　　85

	課　　長
　　 85
　　　　  75

	上記以外の者　　　  80
　　　　　70


別表第３　滞在費の割合

	種　類


	割　合

	（1） 宿泊費


	５０％

	（2） 食　費


	３０％

	（3） 日　当


	２０％




別表第４　支度金（円）

　　　　　　　　　　　　　　　

	区　　分


	支　度　金

	社　　長


	２００,０００

	常務以上


	１５０,０００

	取締役

	１２０,０００

	部　　長


	１００,０００

	課　　長


	９０,０００

	上記以外の者


	８０,０００


別表第５　保険付保額（万円）     盗難・損害は一律１００万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	区　　分


	基本保険
（死亡・後遺障害）


	傷害治療保険
	疾病保険
	疾病死亡保険

	社　　長


	５，０００
	５００
	５００
	５００

	役　　員


	４，０００
	４００
	４００
	５００

	部　　長


	３，０００
	３００
	３００
	５００

	上記以外の者

　　　　　　　　　　　　　　　
	２，０００
	２００
	２００
	５００
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